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Pumping-up of groundwater has been regulated for prevention of ground subsidence at 
many cities on alluvial plains in Japan. Because of this regulation, the groundwater level has 
been rising in many plains in Japan. The damage caused by the ground motion amplification 
and liquefaction during strong ground motion tends to be stronger in case of shallow 
groundwater level because shallow groundwater level reduces the shear strength and stiffness 
of ground. Therefore, it is important to estimate the relationship between the groundwater 
level and ground motion amplification characteristics. 
The purpose of this study is to evaluate the effects of groundwater level on ground 
motion amplification and liquefaction potential of subsoil during strong ground motion. 
Earthquake response analysis and calculation of PL-Value, as indicator of liquefaction 
potential, were conducted to evaluate these effects. 
This study targets Osaka Plain, southwest Japan, where the uplift of groundwater level is 
clearly recognized. The damage caused by interplate and intraplate earthquakes are of great 
concern in at Osaka Plain. This study used scenarios of earthquakes generated at 
Nankai-Trough and Uemachi-fault, and the predicted ground motions ground motion were 
used as input motion. 
A subsurface model with mesh size of around 1 km×1 km has been generated and the 
earthquake response analysis and PL-Value calculation were performed on each mesh location. 
The subsurface model includes the effects of groundwater level-change represented by 
stiffness increase caused by decrease of pore pressure. Moreover, negative pore pressure 
 
II 
generated by suction in unsaturated subsoil above the groundwater level was also considered 
in the subsurface model. 
As the result of earthquake response analysis, maximum acceleration in horizontal 
component, spectral intensity and seismic intensity in horizontal component were calculated. 
In general, the amplifications of ground motions are suppressed by the groundwater-drop.  
The calculated PL-values are directly proportional to the depth of groundwater level. 
Moreover, it is clear that the change of maximum acceleration with groundwater level change 
needs to be considered in calculating PL-values. 
To estimate the general trend of the results, the values of the maximum acceleration, the 
spectral intensity and PL-values were compared in case of various groundwater levels. This 
comparison shows that the reduction ratios of maximum acceleration and spectral intensity 
have linear relationships with the groundwater level on a logarithmic scale chart. The trend is 
similar for reduction of PL-values.  
The groundwater level is an important factor for the ground motion amplification and 
liquefaction potentials. Therefore, to mitigate the earthquake hazard, the groundwater level 
needs to be controlled appropriately, based on the dominant frequency of input motion and 





表5-1  ひずみ γと減衰率 hとの関係式に用いる係数 
表5-2  層相ごとの基準ひずみ 













表7-4-1 想定連動型南海地震による PL値のメッシュ数の度数分布 

















表8-4-1 地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による震度＊の変化 
表8-4-2 地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による震度＊の変化 
表8-5-1 地下水位が深度0 mの場合に対して，想定連動型南海地震による PL値が減少したメッ
シュの数 
表8-5-2 地下水位が深度0 mの場合に対して，想定上町断層地震による PL値が減少したメッシ
ュの数 
表8-5-3 地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の減少量の平均
値と標準誤差 
表8-5-4 地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の減少量の平均値
と標準誤差 
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図7-1-3  想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）の分布（地下水位が深度2 mの場合．
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図7-1-4  想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）の分布（地下水位が深度3 mの場合．
値は地表における水平2成分加速度波形を合成したものの最大値） 
図7-1-5  想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）の分布（地下水位が深度5 mの場合．
値は地表における水平2成分加速度波形を合成したものの最大値） 
図7-1-6  想定上町断層地震による最大加速度（Ahmax）の分布（地下水位が深度0 mの場合．値
は地表における水平2成分加速度波形を合成したものの最大値） 
図7-1-7  想定上町断層地震による最大加速度（Ahmax）の分布（地下水位が深度1 mの場合．値
は地表における水平2成分加速度波形を合成したものの最大値） 








図7-2-1  想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分布（地下水位が深度0 m
の場合．積分対象の周波数帯は0.1～10 Hz） 
図7-2-2  想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分布（地下水位が深度1 m
の場合．積分対象の周波数帯は0.1～10 Hz） 
図7-2-3  想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分布（地下水位が深度2 m
の場合．積分対象の周波数帯は0.1～10 Hz） 
図7-2-4  想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分布（地下水位が深度3 m
の場合．積分対象の周波数帯は0.1～10 Hz） 
図7-2-5  想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分布（地下水位が深度5 m
の場合．積分対象の周波数帯は0.1～10 Hz） 
図7-2-6  想定上町断層地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分布（地下水位が深度0 m
の場合．積分対象の周波数帯は0.1～10 Hz） 
図7-2-7  想定上町断層地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分布（地下水位が深度1 m
の場合．積分対象の周波数帯は0.1～10 Hz） 
図7-2-8  想定上町断層地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分布（地下水位が深度2 m
の場合．積分対象の周波数帯は0.1～10 Hz） 




図7-3-1  想定連動型南海地震による地表での震度＊分布（地下水位は深度0 m．震度＊の計算は
水平2成分を対象） 
図7-3-2  想定連動型南海地震による地表での震度＊分布（地下水位は深度1 m．震度＊の計算は
水平2成分を対象） 
図7-3-3  想定連動型南海地震による地表での震度＊分布（地下水位は深度2 m．震度＊の計算は
水平2成分を対象） 
図7-3-4  想定連動型南海地震による地表での震度＊分布（地下水位は深度3 m．震度＊の計算は
水平2成分を対象） 
図7-3-5  想定連動型南海地震による地表での震度＊分布（地下水位は深度5 m．震度＊の計算は
水平2成分を対象） 
図7-3-6  想定上町断層地震による地表での震度＊分布（地下水位は深度0 m．震度＊の計算は水
平2成分を対象） 
図7-3-7  想定上町断層地震による地表での震度＊分布（地下水位は深度1 m．震度＊の計算は水
平2成分を対象） 
図7-3-8  想定上町断層地震による地表での震度＊分布（地下水位は深度2 m．震度＊の計算は水
平2成分を対象） 




図7-4-1  想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度0 m） 
図7-4-2  想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度1 m） 
図7-4-3  想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度2 m） 
図7-4-4  想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度3 m） 
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図7-4-5  想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度5 m） 
図7-4-6  想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度0 m） 
図7-4-7  想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度1 m） 
図7-4-8  想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度2 m） 
図7-4-9  想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度3 m） 
図7-4-10 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL値．地下水位は深度5 m） 
図7-4-11 PL値が10以下のメッシュが全体に占める割合 
図8-1-1  中央防災会議（2004）の表層地盤モデルとして与えられた情報の例 
図8-1-2  中央防災会議（2004）による代表ボーリングとみなされるボーリングデータとその周
辺のボーリングデータ 
図8-1-3  間隙水圧分布の模式図 
図8-2-1  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度1 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-2  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度2 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-3  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度3 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-4  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-5  地下水位が深度0 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度1 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-6  地下水位が深度0 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度2 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-7  地下水位が深度0 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度3 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-8  地下水位が深度0 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 




図8-3-1  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度1 m の場合．上段：東西成分，下段：南北成
分） 
図8-3-2  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度2 m の場合．上段：東西成分，下段：南北成
分） 
図8-3-3  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度3 m の場合．上段：東西成分，下段：南北成
分） 





図8-3-5  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度1 mの場合．上段：東西成分，下段：南北成分） 
図8-3-6  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度2 mの場合．上段：東西成分，下段：南北成分） 
図8-3-7  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度3 mの場合．上段：東西成分，下段：南北成分） 
図8-3-8  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合．上段：東西成分，下段：南北成分） 








図8-5-1  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度1 mの場合） 
図8-5-2  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度2 mの場合） 
図8-5-3  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度3 mの場合） 
図8-5-4  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度5 mの場合） 
図8-5-5  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度1 mの場合） 
図8-5-6  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度2 mの場合） 
図8-5-7  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度3 mの場合） 
図8-5-8  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度5 mの場合） 
図8-5-9  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震ならびに想定上町断層地震
による地盤液状化指数 PL値の減少量の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する
回帰直線 
図8-5-10 想定連動型南海地震に対する地下水位が深度0 m の場合の最大加速度を用いて算出
したPL値と各地下水位の場合の最大加速度を用いて算出したPL値との差の頻度分布 
図8-5-11 想定上町断層地震に対する地下水位が深度0 m の場合の最大加速度を用いて算出し
た PL値と各地下水位の場合の最大加速度を用いて算出した PL値との差の頻度分布 
図8-6-1  地震動が増幅した地点における地下水位が深度0 mと深度5 mの場合での加速度スペ
クトル分布（左）と地盤増幅率（右）の比較 
図9-1    地下水位の基準を地下2 mとした場合の，各地下水位での最大加速度の変化率．上図
が想定連動型南海地震，下図が想定上町断層地震の場合 
図9-2    地下水位の基準を地下2 mとした場合の，想定連動型南海地震による各地下水位での
スペクトル強度の変化率．上図が東西成分，下図が南北成分 




図9-4    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布 
図9-5    地下水位が深度2 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布 
図9-6    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度0 mの場合） 
図9-7    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合） 
図9-8    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度0 mの場合） 
図9-9    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合） 
図9-10   地下水位が深度2 mから深度0 mまで上昇した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布 
図9-11   地下水位が深度2 mから深度1 mまで上昇した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布 
図9-12   地下水位が深度2 mから深度3 mまで低下した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布 
図9-13   地下水位が深度2 mから深度5 mまで低下した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布 







とともに，内陸にも数多くの活断層が存在しているため地震が多い．1995 年から 2005 年までの
期間においても，平成 7年（1995年）兵庫県南部地震（MJMA7.3），平成 12年（2000年）鳥取県
西部地震（MJMA 7.3），平成 15年（2003年）十勝沖地震（MJMA 8.0）など MJMA7以上の地震が複
数回発生している．このうち，平成 7年（1995年）兵庫県南部地震は，人口密集域を含む都市域
直下に存在する活断層が起震断層であったことが判明しており，被害は，死者 6434名，全壊家屋


































































































































図 3-1 研究対象域の地質図（Mohamed and Nakagawa, 2004に加筆）．A-A'は図 3-3に，B-B'，C-C'，















































は，最も深い場所で地下 1600 m 以深に基盤岩（領家花崗岩類；白亜系）が存在している．この
基盤上面は上町台地に近づくにつれ地下約 800 mまで浅くなっている．上町台地より西側では基



















































































研究対象域の地下水位について，1915 年および 1916 年に行われた地下水観測より，大阪平野
では地下 100～200 mの井戸から被圧地下水が自噴していたことが確認されている（鈴木，1917）．







な地盤沈下が発生した．昭和 10年から 38年までの累積沈下量は，大阪湾岸域で 2.6 m以上に達
したことが報告されている（図 3-6；土木学会関西支部，2002）．地盤沈下により浸水しやすくな
っているところに，1947年のジェーン台風や 1961年の第 2室戸台風による高潮が襲い，特に，
第 2室戸台風時には，図 3-7に示される地域が浸水し，これによる被害は死者 29名，家屋の流出





















































地震波速度の情報を有する．ここで，表層地盤とは地表から S波速度が 700 m/sec相当層（工学
的基盤）までを指す．工学的基盤から地表までの密度，地震波速度の情報は，標準地域メッシュ





イ．第 1次地域区画を経線方向および緯線方向に 8等分して第 2次地域区画を作る． 
ウ．第 2次地域区画を経線方向および緯線方向に 10等分して第 3次地域区画を作る． 
研究対象域にはメッシュが 427個含まれる（図 4-1）．本論では，工学的基盤の深度分布からな
る地盤モデルを 700（m/s）表層地盤モデルと記す． 






















P波速度を Nakagawa et al.（1996）による次式（1）により S波速度に換算した． 
86.077.0 −= PS VV                              （1） 
次に，図 4-2（a）のように S波速度が得られている深度間を直線で結び，この折れ線と S波速
度が 550 m/secの線との交点を工学基盤面（VS=550 m/s）の深さ（図 4-2（a）の DE）とした．得
られた基盤深度 DBと工学基盤面（VS=550 m/s）の深さ DEとの関係を図 4-2（b）に示す．工学基
盤面（VS=550 m/s）の深さと基盤上面の深度について線形関係を仮定すると，基盤上面の深度と
工学基盤面（VS=550 m/s）の深度との関係は図 4-2(b)に示したように， 




























想定上町断層地震は，MJMA7.5程度，上下成分に 3 m程度の変位が生じると推定されている． 




































































































3-1）において地盤沈下量が 5 cm以内で収まるのは，現況の地下水位から 3m程度下げた場合，
同じく沈下量が 10 cm程度となるのは 5 m程度下げた場合であった．研究対象域では地下水位の
計測が等間隔で行われていない．その中でも，本研究で水位低下の対象とする不圧地下水面に関
しての情報はきわめて乏しく，現況の地下水位を面的分布として求めることは不可能である．そ
こで，本研究では地下水位の分布として深度 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mの 5パターンを想定した．
また，4 章で述べた 700（m/s）表層地盤モデル，550（m/s）表層地盤モデルは，本研究では仮想










γτ G=                                    （3） 
と表される．ここで，τはせん断応力，γはひずみ，Gは剛性率である． 
地盤の剛性率 Gはひずみ γが大きくなるに従い小さくなることが知られている（例えば，Hardin 
and Drnevich, 1972）．ひずみ γがごく小さいときの剛性率 Gを Gmaxと表すと，この Gmaxは湿潤密
度と S波速度の関数として， 
2
max SVG ρ=                                  （4） 
と表される．ここで，ρは湿潤密度，VSは S波速度である． 


















=                       （5b） 
で表される（足立・龍岡，1981；Hardin and Black，1969）．式（5a）は砂質土，式（5b）は粘性土
についての式である．ここで，a は定数，e は間隙比，σ' は有効応力，A(t) は時間の関数，OCR
は過圧密比を示す．nはおおむね 0.4～0.5であるが，通常 0.5が用いられることが多いため（日本




























近似的に有効応力 σ'にかかる係数を層相に関係しないと仮定し，深さ 1 mごとに式（4）によって








=                                  （7） 



















れている湿潤密度 ρから式（8）により間隙比 eを求めた． 
地層から水を汲み上げるとき，地層中の間隙にある水を全て取り出せるわけではない．式（8）
では地層中の全間隙は間隙比 eで表される．それに対して間隙から水を汲み上げることのできる







)'( ρρρ                             （9） 









であると仮定した．地下水面が深度 0 mと深度 5 mの場合とにおける，剛性率，密度から求めた









図 5-1 地下水位が深度 0 mの場合と深度 5 mの場合における S波速度分布（左：表層地盤モデ
ル全体，右：地下 50 mまで） 
 
5.3 表層地盤モデルへの減衰率の与え方 
ひずみ γが小さい場合（γ＝10-5程度）の減衰率 hについて，中央防災会議（2004）は S波速度
が 500 m/sec未満の層については層相にかかわらず 1.4％としている． 
減衰率 hについては， 
10/' 5.02.0 −= σγh                               （10a） 










−= −σ         （10b） 
という関係が知られている（Hardin and Drnevich，1972）．式（10a）は砂質土，式（10b）は粘性
土についての式である．ここで，f と N はそれぞれ粘性土のねじり単純せん断試験における載荷
周波数，繰り返し載荷回数，σ'は有効応力（式（5a），式（5b）と同じ），γはひずみ，Gはひずみ
γ のときの剛性率である．減衰率 h が有効応力 σ'の関数で表されるので，表層地盤モデルでの有









表 5-1 ひずみ γと減衰率 hとの関係式［式（14）］に用いる係数（今津・福武，1986） 
 
層相 c d 基準の拘束圧 
砂 38.81 0.47 0.5 kgf/cm2 
粘性土 13.51 0.27 1.0 kgf/cm2 
砂礫 18.93 0.30 0.5～8.3 kgf/cm2 
 



















σγ idi ch                             （12） 
と表される式（12）により，深さ 1 mごとに減衰率 hiを与えた．ここで，σ'iは深さ iでの有効応
力 σ'，σ'0は表 5-1に示された基準の拘束圧である．砂礫については今津・福武（1986）で与えら
れている範囲の中央値 4.4 kgf/cm2を採用した．cならびに dは式（11）と同様である．ただし，
式（12）による hiが 1.4％を下回る場合，中央防災会議（2004）は S波速度が 500 m/sec未満の層



















計算には，有限要素法，逐次積分法に基づく一次元応答解析プログラム AMPLE2000（Pestana and 
Nadim, 2000）を用いた．AMPLE2000は，運動方程式 





項，5.3項で求めた表層地盤モデルにおける湿潤密度 ρ，減衰率 hi，剛性率 Gmaxがそれぞれ入力さ
れる．{I}は対角マトリックス，u は相対変位，uは相対速度，u は相対加速度， )(tug は入力地
震動の加速度であり，本研究では，3.2項で述べた想定連動型南海地震，想定上町断層地震の工学
基盤における予測地震動を入力した．非線形系の計算については，地盤に生じたひずみ γ に対応
して剛性マトリックスを変化させている（Pestana and Nadim, 2000）． 
AMPLE2000では地盤にかかる応力とひずみの関係として，線形，双曲線モデル（Pyke, 1979），
“Strain Softening model”（Nadim, 1998）などが選択可能であるが，本研究では非線形計算の中で最
も単純な Pyke（1979）のモデルを選択した． 
Pyke（1979）のモデルの元となった Hardin・Drnevichモデル（Hardin and Drnevich，1972）につ
いて以下に記す．土に繰り返し応力を与えたときに図 5-2 のような履歴曲線を描いたとする．そ






















γ =                                  （15） 
の双曲線関数で表せる（Hardin and Drnevich，1972）．これを Hardin・Drnevichモデルという．こ




















との関係において（図 5-3），剛性率が Gmaxの半分（図 5-3の G/G0＝0.5）となるひずみとした（表
5-2）．  
表 5-2 層相ごとの基準ひずみ 
 
層相 粘性土 砂質土 砂礫 











































τ cC −±=                                （18） 
であり，τcは一つ前の反転の点でのせん断応力，τmaxはせん断強度である．“+1”は載荷，“－1”は
除荷の場合用いられる． 
AMPLE2000 による計算で求められた地表での加速度波形に対して，水平 2 成分合成波形の最
大値（以降，最大加速度と記す），加速度スペクトルの周波数帯積分値，震度を計算した結果を元
にして，異なる地下水位での地震動の違いを評価した．加速度スペクトルの積分範囲は，一般的
な構造物が持つ固有周波数帯がほぼ含まれる 0.1 Hzから 10 Hzとした．この周波数帯には木造建





F1/                                    （19a） 
 *0.000155+*0.00134+*0.009664+*0.0557+*0.241+*0.694+11 21108642 XXXXXX     （19b） 
)3/0.5)exp(-(-1 F                              （19c） 
ここで，F は周波数（Hz）を示し，X＝F/10 である．次に，この過程を経た 3 成分の加速度波形
を合成して得られるベクトル波形の絶対値が，ある値 aを超える時間が計 0.3秒となる aを求め，
aを 








地震動（地下水位が深度 0 mならびに深度 5 mの場合）との波形，ならびにその地点における地



















































図 5-7 加速度スペクトルの計算例．黒線が入力地震動，赤線が地下水位深度 0 m，青線が地下水













表 6-1  PL値と地盤全体に対する液状化の程度との関係（大阪府土木部，1997）． 
 
PL値 液状化の程度 備  考 
0 液状化なし  
0～5 ほとんどなし 被害なし 
5～10 程度は小さい 構造物への影響はほとんどない 
10～20 中程度 構造物によっては影響のある可能性はある 
20～35 激しい 噴砂が多く，直接基礎の建物が傾く場合あり 
35以上 非常に激しい 大規模な噴砂および構造物の被害 
 
液状化危険度の判定は，式（21）で得られる地盤液状化指数 PL値（岩崎・他，1980）を用いて





















式（21）で用いる FLは，繰り返しせん断応力比 Lと液状化抵抗比 Rを用いて， 
L

















==                           （23a） 
( )11.0 −= Mrn                                （23b） 
zrd 015.01−=                                （23c） 
で算出する．ここで，τdは水平面に生じる等価な一定繰り返しせん断応力振幅（kN/m2），σz'は検
討深さでの有効土被り圧（kN/m2，式（6）の σ'と同じ），σz は検討深さでの全土被り圧（kN/m2）







一方，液状化抵抗比 Rは，標準貫入試験の N値から式（24）により補正 N値を算出し，この補





















                              （24） 
ここで，Naは補正 N 値，N1は換算 N 値，CNは拘束圧に関する換算係数，ΔNfは細粒分含有率に
応じた補正 N 値増分（図 6-2）である．本研究では，各メッシュで与えられている層序，層厚な
どの情報（中央防災会議，2004）から，類似するボーリングをボーリングデータベース（KG-NET・
関西圏地盤 DB 運営機構，2005）より抽出して液状化抵抗比を得た．類似するボーリングがメッ
シュにない，もしくは地表から 20 mまでの N値の情報がない場合には，地表から 20 mまで液状
































そこで，地下水位の深度を 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mとした場合の想定連動型南海地震および想
定上町断層地震における最大加速度の分布を求めた．想定連動型南海地震について図 7-1-1 から
図 7-1-5に，想定上町断層地震について図 7-1-6から図 7-1-10に示す． 
想定連動型南海地震では，いずれの地下水位の場合も，上町台地ならびに大阪平野西部におい
て最大加速度が 100～200gal を示すメッシュがほぼ全域を占める．一方，上町台地より東側の範















地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
    Ahmax≦100gal 2 3 8 10 11 
100gal＜Ahmax≦200gal 302 315 315 323 329 
200gal＜Ahmax≦300gal 118 104 100 90 82 
300gal＜Ahmax≦400gal 5 5 4 4 5 
400gal＜Ahmax≦500gal 0 0 0 0 0 
500gal＜Ahmax≦600gal 0 0 0 0 0 







地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
    Ahmax≦100gal 1 1 1 1 1 
100gal＜Ahmax≦200gal 55 58 63 65 66 
200gal＜Ahmax≦300gal 93 96 94 95 96 
300gal＜Ahmax≦400gal 115 113 114 110 109 
400gal＜Ahmax≦500gal 71 70 71 75 76 
500gal＜Ahmax≦600gal 35 33 29 26 25 

















































































































































































































波数帯に対応する 0.1 Hzから 10 Hzを含む地震動のスペクトル強度は重要な指標である．そこで，
地下水位の深度を 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mとした場合の想定連動型南海地震および想定上町断
層地震における地表でのスペクトル強度の分布を求めた．想定連動型南海地震について東西成分，


















地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
  SI≦100 0 0 0 0 0 
100＜SI≦200 3 3 4 4 4 
200＜SI≦300 122 129 133 141 147 
300＜SI≦400 166 169 170 166 171 
400＜SI≦500 96 88 82 83 76 
500＜SI≦600 31 28 29 24 21 





地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
   SI≦100 0 0 0 0 0 
100＜SI≦200 4 4 4 4 4 
200＜SI≦300 141 161 169 183 188 
300＜SI≦400 175 167 166 156 157 
400＜SI≦500 77 70 65 61 58 
500＜SI≦600 22 17 17 18 18 





地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
   SI≦100 0 0 0 0 0 
100＜SI≦200 11 12 14 15 20 
200＜SI≦300 103 115 117 121 127 
300＜SI≦400 130 127 127 128 123 
400＜SI≦500 69 61 62 57 57 
500＜SI≦600 29 34 30 30 26 





地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
   SI≦100 0 0 0 0 0 
100＜SI≦200 19 21 24 28 32 
200＜SI≦300 113 120 123 125 134 
300＜SI≦400 120 117 118 115 112 
400＜SI≦500 97 97 96 95 86 
500＜SI≦600 38 34 31 30 30 


































































































表 7-3-1 想定連動型南海地震による震度＊のメッシュ数の度数分布（総メッシュ数は 427個）． 
  
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
震度＊≦5.0 193 210 220 231 254 
5.0＜震度＊≦5.5 222 207 197 188 168 
5.5＜震度＊≦6.0 12 10 10 8 5 
6.0＜震度＊≦6.5 0 0 0 0 0 






る．表 7-3-2に図 7-3-6から図 7-3-10に示した震度＊の大小に基づくメッシュ数の度数分布を表し




表 7-3-2 想定上町断層地震による震度＊のメッシュ数の度数分布（総メッシュ数は 394個）． 
  
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
震度＊≦5.0 47 49 51 52 59 
5.0＜震度＊≦5.5 184 188 187 193 195 
5.5＜震度＊≦6.0 161 155 156 149 139 
6.0＜震度＊≦6.5 2 2 0 0 1 














































































































































































































































































7.4 液状化危険度を示す地盤液状化指数 PL値の分布 
研究対象域では，地震発生時に地盤の液状化の発生が予想される．そこで，日本建築学会（2001）
に従い，地下水位の深度を 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mとした場合の想定連動型南海地震および想
定上町断層地震における各地点での PL値を算出した．研究対象域での PL値の分布を想定連動型




なるにつれて，PL値が 35以上のメッシュの数は全域で少なくなる．表 7-4-1に図 7-4-1から図 7-4-5
に示した PL値をメッシュ数の度数分布として表した．度数分布から地下水位が深度 0 mの場合，
液状化被害が生じる可能性のある PL値が 10より大きいメッシュ数が 7割弱を占めるが，地下水
位が深くなるにつれてこの割合は減少し，地下水位が深度 5 mの場合には約 2割となる．  
 
表 7-4-1 想定連動型南海地震による PL値のメッシュ数の度数分布．（総メッシュ数は 427個）．  
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
PL＝0  57 66 70 78 100 
0＜PL≦5 36 68 102 132 172 
5＜PL≦10 47 73 83 79 68 
10＜PL≦20 103 102 98 93 61 
20＜PL＜35 104 85 57 38 24 






び研究対象域南西域では PL値が 35以上のメッシュが引き続き多くみられる．表 7-4-2に図 7-4-6
から図 7-4-10に示した PL値を度数分布として表した．度数分布から地下水位が深度 0 mの場合， 
PL値が 10より大きいメッシュ数の割合は全体の約 3/4であるが，地下水位が深くなるにつれてこ





表 7-4-2 想定上町断層地震による PL値のメッシュ数の度数分布．（総メッシュ数は 394個）．  
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
PL＝0  31 33 37 44 50 
0＜PL≦5 30 48 58 63 82 
5＜PL≦10 33 45 55 57 83 
10＜PL≦20 76 84 80 82 77 
20＜PL＜35 91 90 90 88 88 














































































































































図 7-4-6 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL



























図 7-4-7 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL



























図 7-4-8 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL



























図 7-4-9 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL



























図 7-4-10 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL









































                                （25） 
ここで，Hiは i番目の地層の厚さ（m），Vsiは i番目の地層の平均 S波速度，iは地表から基盤面
まで n層に分割できるときの地層の番号を表す． 
選定されたボーリングは必ずしもそのメッシュ内の平均的な地質構造を示していない．この例
































































率がより大きくなる．図 8-2-1から図 8-2-4に基づいて，地下水位が深度 0 mの場合に対する最大
加速度，東西成分の最大加速度，および南北成分の最大加速度がそれぞれ減少したメッシュの数
を表 8-2-1に示す．いずれも全体の約 8割のメッシュにおいて減少していることが分かる．  
 




地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分 341（79.8％） 338（79.2％） 336（78.7％） 341（79.9％） 
南北成分 343（80.3％） 339（79.4％） 345（80.8％） 346（81.0％） 












表 8-2-2 地下水位が深度 0 mの場合に対して，想定上町断層地震による最大加速度が減少したメ
ッシュ数（総メッシュ数は 394 個）．表中（ ）内の数字は総メッシュ数に対する割合
を示す． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分 331（84.0％） 331（84.0％） 328（83.2％） 328（83.2％） 
南北成分 324（82.2％） 325（82.5％） 321（81.5％） 329（83.5％） 
















図 8-2-1 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布


















図 8-2-2 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布


















図 8-2-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布



















図 8-2-4 地下水位が深度 0 m の場合に対する，想定連動型
南海地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分


















図 8-2-5 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布（地



























図 8-2-6 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布（地




















図 8-2-7 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布（地


















図 8-2-8 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布（地















てそれぞれ表 8-2-3，表 8-2-4に示す． 
 
表 8-2-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の変化率の
平均値とその標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分変化率（％） -1.86±0.14 -3.00±0.25 -3.82±0.32 -4.99±0.44 
南北成分変化率（％） -1.82±0.15 -3.05±0.27 -4.00±0.37 -5.43±0.51 
二成分合成変化率（％） -1.95±0.15 -3.18±0.25 -4.15±0.34 -5.38±0.46 
 
表 8-2-4 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率の平
均値とその標準誤差 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分変化率（％） -1.61±0.13 -2.66±0.21 -3.44±0.27 -4.80±0.35 
南北成分変化率（％） -1.47±0.13 -2.51±0.22 -3.38±0.29 -4.72±0.39 





64.0*00.2 XY =                               （26a） 
69.0*34.1 XY =                               （26b） 
と求められた．ここで，Yは最大加速度の減少率，Xは地下水位を表す． 



































































ついて図 8-3-1から図 8-3-4に，想定上町断層地震について図 8-3-5から図 8-3-8に示す． 
想定連動型南海地震の場合，いずれの地下水位においても，東西成分，南北成分ともに一部の
メッシュで増加がみられるものの，全体的には減少しており，地下水位が深くなるにつれ，両成








地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分 412（96.5％） 405（94.8％） 402（94.1％） 395（92.5％） 















地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分 380（96.4％） 382（97.0％） 383（97.2％） 382（97.0％） 






図 8-3-1 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海
地震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布







図 8-3-2 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海
地震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布















図 8-3-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海
地震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布







図 8-3-4 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海
地震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布










図 8-3-5 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地
震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地







図 8-3-6 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地
震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地








図 8-3-7 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地
震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地







図 8-3-8 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地
震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地










表 8-3-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変化
率の平均値と標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分変化率（％） -1.87±0.06 -3.05±0.11 -3.91±0.14 -5.12±0.19 
南北成分変化率（％） -1.92±0.07 -3.08±0.12 -3.92±0.17 -5.10±0.24 
 
表 8-3-4 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化率
の平均値と標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分変化率（％） -2.07±0.06 -3.49±0.10 -4.61±0.13 -6.27±0.17 
南北成分変化率（％） -2.21±0.07 -3.70±0.12 -4.87±0.15 -6.66±0.20 
 
これらの表に示した地下水位とスペクトル強度の減少率との関係を両対数グラフへプロットし




63.0*92.1 XY =                               （27a） 
61.0*96.1 XY =                               （27b） 
69.0*11.2 XY =                               （28a） 













































































































地下水位が深度 0 mの場合の震度＊に対するそれぞれの地下水位（深度 1 m，2 m，3 m，5 m）
における震度＊のメッシュ数の変化を，想定連動型南海地震および想定上町断層地震について，






表 8-4-1 地下水位が深度 0 m の場合に対する，想定連動型南海地震による震度＊の変化．（総メ
ッシュ数は 427個）． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
-0.3 0 0 0 2 
-0.2 0 1 6 23 
-0.1 15 84 137 200 
0 410 332 270 184 
0.1 2 10 12 12 
0.2 0 0 2 4 
0.3 0 0 0 2 
 
表 8-4-2 地下水位が深度 0 m の場合に対する，想定上町断層地震による震度＊の変化．（総メッ
シュ数は 394個）． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
-0.3 0 0 0 2 
-0.2 0 1 2 10 
-0.1 10 33 84 139 
0 384 359 301 232 
0.1 0 1 7 11 
0.2 0 0 0 0 






地下水位が深度 0 m の場合に対する PL値の減少量の分布を，想定連動型南海地震について図
8-5-1から図 8-5-4に，想定上町断層地震について図 8-5-5から図 8-5-8に示す． 
想定連動型南海地震の場合，いずれの地下水位においても，若干のメッシュを除き全体的に PL
値が減少しており，地下水位が深くなるにつれ，PL値の減少量は大きくなる．表 8-5-1 は，地下
水位が深度 0 mの場合に対する PL値が減少したメッシュの数を示す．深度 5 m以浅の層相の影響
を大きく受け，メッシュによっては PL値が大きく減少し，例えば，地下水位が深度 0 mから深度
5 mへと変化した場合，PL値が 40以上減少するメッシュも存在する．これは，例えば，深度 5 m
以浅の層相がすべて砂であるメッシュで生じている． 
想定上町断層地震の場合，いずれの地下水位においても，全てのメッシュで PL値が減少してお
り，地下水位が深くなるにつれ，減少量は大きくなる．表 8-5-2は，地下水位が深度 0 mの場合
に対する PL値が減少したメッシュの数を示す．深度 5 m以浅の層相の影響を大きく受け， PL値
が大きく減少するメッシュも存在する． 
 




地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
メッシュ数 425（99.5％） 425（99.5％） 427（100％） 427（100％） 
 




地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 


















図 8-5-1 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深

















図 8-5-2 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深

















図 8-5-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深


















図 8-5-4 地下水位が深度 0 m の場合に対する，想定連動型
南海地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が








































































































表 8-5-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の減少量の平均
値と標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
PL値の減少量 5.96±0.22 9.30±0.34 11.56±0.43 14.16±0.55 
 
表 8-5-4 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の減少量の平均値
と標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 




54.0*40.6 XY =                               （29a） 
54.0*88.4 XY =                               （29b） 




































































































図 8-5-10 想定連動型南海地震に対する地下水位が深度 0 mの場合の最大加速度を用いて算出し






















































地下水位が深度 2 mの場合を基準に最大加速度の変化率の分布を，地下水位が深度 0 m，5 m
の場合について求めた．想定連動型南海地震の場合を図 9-4に，想定上町断層地震の場合を図 9-5
に示す．また，同様に地下水位が深度 2 mの場合を基準にして，東西成分，南北成分の加速度ス
ペクトル強度の変化率の分布も，地下水位が深度 0 m，5 mの場合について求めた．想定連動型
南海地震の場合についてそれぞれ図 9-6，図 9-7に，想定上町断層地震についてそれぞれ図 9-8，































図 9-4 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定連動型南海地震によ
る最大加速度の変化率（Ratio）の分布（値は加速度の水平二成
分合成成分の最大値の変化率）．左図は地下水位が深度 0 mの場









図 9-5 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定上町断層地震による
最大加速度の変化率（Ratio）の分布（値は加速度の水平二成分
合成成分の最大値の変化率）左図は地下水位が深度 0 mの場合，





















図 9-7 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定連動型南海地震に
よるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地下水位が深










































位を深度 0 m，1 m，3 m，5 mとした場合のメッシュごとに最大加速度の増加，減少率について
0%を基準にして塗り分けた図を，図 9-10から図 9-13にそれぞれ示す．図 9-10および図 9-11よ
り，地下水位が現況より浅くなった場合には，想定連動型南海地震ならびに想定上町断層地震い
ずれの場合でも最大加速度がほぼ全域で増加する．図 9-12 および図 9-13 より地下水位を現況よ
り低下させた場合には，研究対象域の北半分において地下水位を現況深度に維持しておくほうが
よいメッシュが分布することが示される．また，図 9-10 から図 9-13 中の青色のメッシュ数を，
地下水位ごとに表 9-1に示す．この表からも地下水位を浅くすることの危険性が示唆される．  
 
表 9-1 地下水位が深度 2 mの場合を基準として想定連動型南海地震，想定上町断層地震いずれ
の場合でも増幅しなかったメッシュ数．総メッシュ数は 394個． 
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 3 m 深度 5 m 
メッシュ数 17 22 243 250 
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